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[事実の概要]
①事件　　X(原告.・被控訴人・被上告人)の先代Aは、Y1(被告・控訴人・上告人)に対しY2（被告・控訴人・上告人）らの連帯保証のもとに金銭を貸し付け(第１貸金)、訴外Bに対しY1・Y2らの連帯保証のもとに金銭を貸し付けた(第２貸金)。Aは、昭和32年10月25日、第1貸金債権を原因債権とする約束手形の所持人の資格で、同手形債権に基づきYI・Y2を被申立人として破産申立てをし、その審理手続で破産原因たる事実を立証するための資料として手形等を提出するとともに、同資料に記載されている第１および第２貸金債権の元利明細を記載した計算書を提出した。しかし、Aは、破産宣告に至らないうちに死亡し、Aの相続人Xは、昭和41年12月23日に、Y1・Y2を相手どって、第１貸金と第２貸金の支払を求める訴えを提起し、同月26日に破産申立てを取り下げた。

第１審は、Xが勝訴。Y1らは、控訴して、第１貸金債権の弁済期が昭和30年1月21日で、第２貸金債権の最終内入弁済日が昭和31年2月28日であることから、両債権はすでに時効によって消滅していると主張した。これに対し、Xは、破産宣告手続中に各貸金債権を主張し、破産申立ての取下げ前に本訴を提起したのであるから、時効は中断していると争った。控訴審は、時効の完成を認めなかった。Y1ら上告。

②事件　　債権者甲(本訴被告・反訴原告、被控訴人)が、昭和54年11月30日、乙（本訴原告・反訴被告、控訴人)を被申立人として破産の申立てをしたところ、乙は、甲を被告として、甲の破産申立債権について債務不存在確認の本訴を提起した。そこで、甲は、乙に対し、同債権とこれに対する昭和54年12月19日以降の遅延損害金の支払を求める反訴を提起し、反訴状は昭和56年7月27日に乙に送達された。第１審は、乙の請求を棄却し、甲の反訴請求を全部認容、乙控訴。

[判旨]
①判決　　上告棄却。

「破産手続上においてした右権利行使の意思の表示は、破産の申立が申立の適法要件として申述された債権につき消滅時効の中断事由となるのと同様に、一種の裁判上の請求として、当該権利の消滅時効の進行を中断する効力を有するものというべきであり、かつ、破産の申立がのちに取り下げられた場合でも、破産手続上権利行使の意思が表示されていたことにより継統してなされていたものと見るべき催告としての効力は消滅せず、取下後６ヶ月内に他の強力な中断事由に訴えることにより、消滅時効を確定的に中断することができるものと解するのを相当とする。それゆえ、破産申立の取下前にされた本訴の提起をもって、時効完成前にされたものと認めた原審の判断は結局正当である。」
②判決　　一部取消し。
「いわゆる付遅滞の要件としての催告は、債権者が債務者に対し、当該債務の即時履行を欲する意思を通知することを要すると解されるが、破産宣告の申立には、かかる催告としての効力がないと解するのが相当である。

債権者のする破産宣告の申立は、当該基本たる(金銭)債権を有することを主張して裁判所に対してするものであるから、裁判上の手続における権利行使の効果として時効中断事由としての効力が認められるべきである(いわゆる裁判上の請求または裁判上の催告)(最判昭和35，12，27民集14巻14号3253頁，最判昭和45，9，1民集24巻10号1389頁)が、破産宜告の申立は、債権者による裁判上の手続による権利行使の一態様ではあるけれども当該(金銭)債権の存在を主張立証してすれば足り、その給付を求めてなすべきものではなく、しかも、期限付や条件付の債権を基本債権とすることもでき、債務者に対する履行を求める旨の意思の通知を含まないものだから、特段の事情のないかぎり(本件においてはかかる特段の事情の存することは証拠上認められない。) 前記催告としての効力を認めることは困難である。」と、控訴審は判示し、原判決が昭和54年12月19日から同56年7月27日までの遅延損害金の支払を命じた部分を取り消し、その部分の反訴請求を棄却した。
